様式第１号（第５条第１項関係）

令和　　年　月　日
公益財団法人福島県産業振興センター理事長　様
申請者　　　　　〒
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住所
企業・団体名
代表者役職氏名
特許等調査・出願経費助成事業助成金交付申請書

　　令和　　年度特許等調査・出願経費助成事業に下記のとおり申請いたします。
記
１　助成を希望する経費（該当箇所に○印を付けてください。）
	調査に係る経費
	

	出願に係る経費
	


２　添付書類（各１部）
　(1)　事業計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 様式第１号（別紙１）
　(2)　反社会的勢力でないことの確約・表明に関する同意書　 様式第１号（別紙２）
(3)　様式第１号（別紙１）「申請書類チェックリスト」に記載のある書類一式
３　助成対象事業に関する事務・経理の担当企業・団体名及び担当者名等
	企業・団体名
	

	担当者所属・役職・氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	Ｅメールアドレス
	


様式第1号（別紙１）

事業計画書
１　企業概要
	企業名
	
	代表者役職氏名
	

	所在地
	〒　　　　　　　

	
	（本社が県内にない場合、県内所在地）
〒


	主たる業種
	
	資本金
	千円
	従業員数
	人


２　事業内容
（１）調査について
	調査等の名称
	

	調査等の目的
	

	

	調査等の内容
	

	


（２）出願について（※出願費用を申請されない場合は不要）
	出願する知的財産権の種類
	　特許権　・　実用新案権　・　意匠権　・　商標権　　（いずれかに○）

	発明等の名称
	

	発明等の内容
	

	

	発明者/考案者/創作者
	※商標の場合は記載不要。

	出願人
	

	出願スケジュール
	

	

	申請する案件の新規性及び優位性
	

	


３　 将来の展望及び事業可能性

	事業成果目標
	令和　年　月までに　　　　　円の売上高増を見込む。

	


４　依頼先の弁理士等

	依頼弁理士名
	

	所在地
	〒　　　－

	担当者(氏名)
	

	連絡先
	電話
	ＦＡＸ

	
	E-mail


５　助成対象経費、助成希望額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	助成事業に
要する経費

（税込額）
	助成対象経費

（税抜額）
	助成希望額

（助成対象経費の2分の1、

千円未満切捨）
	備考

	調査に係る経費
	円
	円
	円
	

	出願に係る経費
	円
	円
	円
	

	合計
	円
	円
	円
	


６　過去の特許等出願・取得状況及び他の公的機関の補助制度の利用予定

	


７　特許出願経費等助成事業　申請書類チェックリスト

　※対応する提出書類について欠落が無いかチェックの上、このリストも提出願います。

	提出書類
	ﾁｪｯｸ欄
	備考

	１　(1)　会社の場合：登記簿謄本（現在事項全部証明書）の写し
　　(2)　個人事業者の場合：住民票の写し
　　　　　　　　　　　　　 直近の確定申告書の控え

　　(3)　事業協同組合等の場合：定款及び組合員名簿
	必須
	
	

	２　会社（事業者）の概要　　　　　※パンフレット等の添付で代替可。
	必須
	
	


	３　経費の内訳が確認できる見積書
　（事業実施済みの場合には請求書、支払証拠書類の写し）
	必須
	
	

	４　反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書
	必須
	
	

	５　調査済みの場合には調査結果報告書類の写し
	条件必須
	
	

	６　出願済みの場合には出願書類の写し
	条件必須
	
	

	７　持分比率に係る契約書等、その他理事長が必要と定める事項
	条件必須
	
	


※提出書類は原則としてＡ４判の片面印刷とし、各１部、ご用意ください。
取りまとめの上、左肩１カ所をクリップ等で留めてください（ステープラ留めはご遠慮ください）。




（別表）　助成対象となる経費（※この頁は提出不要です。）
	経費区分
	対象となる経費

	調査に係る経費
	弁理士等への報酬
	先行技術調査に係る経費及びそれに係る源泉徴収税

	出願に係る経費
	弁理士等への報酬
	各種手数料（書類作成・検討）に係る経費及びそれに係る源泉徴収税

	
	特許庁費用
	出願料、特許出願に係る出願審査請求料

	
	その他の経費
	電子化手数料、その他理事長が特に必要と認める経費


※留意事項

(1)　消費税は対象外となります。上記の経費項目の合計額から、消費税をすべて除いて申請してください。

(2)　申請の対象とならない者との共同での出願の場合は、原則として申請企業の持分比率を乗じた額が「対象経費」となります。
(3)　よって、「対象経費」の算出式は、以下のとおりとなります。

{（上記の経費項目の合計額）－（消費税額）}×（申請企業の持分比率）

注１）様式は、すべて日本工業規格Ａ４判で作成してください
様式第1号（別紙２）
反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書
公益財団法人 福島県産業振興センター理事長　殿
私は、次の①の各号のいずれかに該当し、もしくは②の各号のいずれかに該当する行為をし、または①に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、福島県ハイテクプラザ技術開発室への入居が拒絶、若しくは入居後に退去を要求されても異議を申しません。また、これにより損害が生じた場合でも、一切私の責任といたします。
①現在、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします。
１．暴力団　
２．暴力団員　
３．暴力団準構成員　
４．暴力団関係企業
５．暴力団員でなくなってから５年を経過していない者
６．総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等
７．前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
イ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること
ロ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること
ハ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前
各号に掲げる者を利用したと認められること
ニ 前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる
こと
ホ その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべ
き関係にあると認められること
②自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。
１．暴力的な要求行為　
２．法的な責任を超えた不当な要求行為
３．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
４．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貴センターの信用を棄損し、または貴センターの
業務を妨害する行為
５．その他前各号に準ずる行為
③上記に関して不法行為があった場合は法的措置(民事・刑事)を講じられても構いません。
記入日　令和　　年　　月　　日
住所（又は所在地）　　
社名及び代表者名又は
個人事業主の氏名 
印





























（申請書）
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